





第3節 1937年株式法下の法律状態（以上31巻2号， 3号， 32巻l号〉
第4節 1965株式法下の法律状態
















本参加による資本空洞化の説明への応用が考えられる（ V gl.Saage,Die Gefahrdung der 




















(2) Wietzke,Der konsolidierte Jahresabschlu /3 und seine besonderen Probleme in der 
deutchen und angloamerikanischen Bilanzierungspraxis, l 962,S.69ff. 
(3) Forster一Havermann,WPgl969,S.lff
( 4) V gl.Lanfermann/Stolberg,WPgl 970,S.353(354). 
( 5) Barz,inGK,§331 Anm.27 ;Kronstein,in KK§33lAnm,17 ;Adler Dilring-Schmaltz,a.a. 
0.,4.Aufl.,Bd. Il,§331Tz.65. 
(s) WP一Handbu ch 1985 /86,Bdl,S. 764;v .Wysocki/W ohlgem uth,Konzernrechnungslegung 
unter Berilcksichtigung des Bilanzrichtlinien -Gesetzes,3.Aufl., 1986,S. l 03
(7) V gl.WP Handbuchl 985/86,Bd. Il,S.389. 
(8) Vgl.Forster/Havermann,WPgl969,S.1(3);Lanfermann/Stolberg,WPgl970,S.353(356); 























engesetz,WPgl 969,S.190(197£.).;ders,Zur Diskussion von Kapitalkonsolidierungsverfahren 
mehrstufiger Konzerne aus aktienrechtlichtlicher und betribswirtschafrlicher Sicht,WPg 
1969,S.569(570). 
(9) Haase,Kapitalkonsolidierung bei mehrstufiger oder/und wechselseitiger Konzernverfle-











0貸借 U貸借 連結 コンツエルン
対照表 対照表 借方 管方 貸借対思表
借方
固定資産 800 550 1,350. -
資本参加 100 50 （ア)150
自己持分 （ア）50 50.-
900 600 1 400.一
貸方
基本資本 400 400 （ァ)127.27 400.-
公示積立金 200 100 （イ）272.73 200.-
連結調整項目 （ア)127.27 127.27 
外部持分
(a）資本 （ィ）272.73 272.73 
(b）利益 （ゥ） 27.27 27.27 
負債 200 60 260.-
（コンツェルン〉利益 100 40 （ゥ｝27.27 112. 73 














0 （の資本請求額） = (400十200)-100+0.6×U 
u （の資本請求額） = (400+100) +0.2×O 
























コンツエルン持分所有者の実際の持分 CKt)=909.09×0.8=727. 27 














この方程式を解いて， 0=140.91, u =68.180それ故














の持分は80%で， u!, u 2~＇こは各20%の外部持分所有者がいることになる。
この場合の各会社の資本請求額は次のとおりである。
0 （の請求額） =600-150+0. 6・U1
u 1 （の請求額） =500-200+0. 2・0+0.7・U2
u 2 （の請求額） =600-(60十90)+0.2・ui +O.l・U2
この方程式を解くと， 0= 1, 062. 88' u l二二1,021. 47' u 2 =726. 99となる。
従って実際の資本持分額は，
Kt=0.8・0= 0. 8 . 1,062. 88 = 850. 30 
Ft1=0.2 ・ U i=0.2・1,021. 47=204. 29 
Ft2=0.2・u2 = 0.2. 726. 99 = 145. 40 
それ故外部持分所有者の実際の持分額 CFt）はFt lとFt 2を加えた349.70
（これは小数点第2位を四捨五入した値である）である。連結調整項目（AK)






































負債 269 60 200 
（コンツェルン〉利益 100 40 100 
969 600 900 
0 =100+0.6・u1 
u i=40+0.2・0+0.7・U2
u 2=100+0.2・Ui+O.l ・ U 2 
0=214.06, u 1=190.10, u 2=153.36 
それ故各社員グループの実際の利益持分は，











(3)349. 69 200 
(2)250.30 250.30 
(3)349. 70 349.70 
(4) 69 69 
529 
{4}69 171 
















u 1 =400-100+0. l・0+0.2・U2
u 2 =350-50+0. l・U1 
この方程式を解くと， 0=762.86,u 1=445.19, u 2=344.52となる。
従って社員グループの実際の持分は，
Kt=0.9・0=0.9・762.86=686. 58 
Ft=Ft1+Ft2=0.l・U1 +0.2. u 2=113.42 
それ故（借方）連結調整項目（Ak）は213.42(=900-686.58）となる。
利益請求額は， 0 =250+0.8. u 1 +0.6・U2
u 1=150+0.l・0+0.2・ U2 
u 2=100+0.l・U1 
を解くと， 0= 503. 35 u 1 = 224. 83' u 2 = 122. 48となる。
従って利益持分は，
Gk=0.9・0=0.9・503.35=453. 02 
Gf=Gf1+Gf2=0.l・U1 + 0.2 . u 2 = 46. 98 
































































100 (4)46. 98 












し j= 1で，下位会社は i, j=2, 3, ・・・， nの行列を作る。企業 i













Ktは， Zα1i= 0のため， K1の金額と一致する。従ってコンツエルン貸借
対照表では上位会社の基本資本と公示積立金が各々コンツエルンの基本資本と
公示積立金として表示されることになる。
- F A 他人所有の基本資本と公示積立金 CK）はKi ( j = 2, 3, ・・・， n)
の金額を合計すると得られるから，
KF ニ~Kt
ところで iのj~·こ対する資本参加の帳簿価額 CB i j）とその資本参加に対応
する jの基本資本および公示積立金との聞に差額（U;Jが生じることがある。
即ち，
ujj ニ Bjj ー αjjKj~ 0 



















U1 *=U1 ＋α12U2＊＋ α13U3＊＋αl juj * ＋・・・＋αln Un* 
u 2 * ＝α21U1*+ U2 ＋α23U3＊＋ α2j u j * ＋・・・＋α2nUn* 
u 3 * ＝α3lu 1 * ＋α32U2*+ U3 ＋α3j u j * ＋・・・＋α3nUn* 
U; * ＝αi 1U1 * ＋α；2U2＊＋α；3U3*+ Uj ＋・・・＋αinUn* 
Un＊＋αn 1U1 * ＋αn2U2＊＋ αn3U3＊＋αn juj * ＋・・・＋ Un 







U1 * α11 α1 2 ・ αln 
u 2 * U 2 I α2 1 α2 2 －α2n 
=u*: l=u: l=A 
Un* I Un I αn 1 αn 2 αn n 
とおくと，前記の連立方程式はつぎのように表される。
u*=A・u*+u 










uo= (1 －~α1 1) u 1 * 


























OOTDM）資本参加し， 20%は外部株主の手中にあり， Uの資本金の残り 10%は， Uが200
TDMと評価した自己株式に帰属するものとする。そうすると，第 1法では， 900の70%+300
の70%=840TDMの金額が1300TDMと相殺されるのに対し，第2法では， 70%+10%×7/








/3 ＊ αii* 
1ー αj* j* 










CE-A) ・ g * = g 
額を超える。彼らは第2法に賛成し（A.a.0.,2.Aufl.,S.118;5.Aufk.,S.l 57.），この立場から本
文のような式を提案する。
間 A.a.0.,2.Aufl.,S.125は，上位会社0 （利益628TDM）が下位会社 u（利益120TDM）に80%
資本参加し， UはOに5%逆資本参加している場合，相互参加を考慮すると，一方において
Uの利益の20%のみならず， UのOに対する資本参加により， 0の利益の 5%が他人所有持
分に帰属し，他方において， 0のコンツエルン所有株主にOの利益の95%とともに一上述の
考慮に従って既に修正された－uの利益の80%も加算きれなければならない，と述べている。
Oの利益をGl 'uの利益をG2 と置いてこの見解を式に表せば次のようになる。 Go=




G1 * =G1 ＋α12G2 * ＋α13G3 * ・・・ αln Ga* 
G2 * ＝α21 G1 ＊十 G2 ＋α23G3 ＊・・・ α2nGa* 





























G 0 = ( 1-0. 2) G 1 * 
G1 * =100+0.6・G2＊一一一一①





①，②の方程式を解くと， Gi * =140.91, G2 * =68.18。従ってG0=112.












O会社 u l 会社 U2会社






戸＊ー αij* 0. 7 





K~ ＝ (1 -0.8）・－500=-100









u 1 =150-0.6・500=-150 





u 1 * =-150+0.6・U2 * 
u 2 * = -266.8+0. 778・u3* 
u 3 * =0.2・U2*-l0
この方程式を解くと， U1 * = -345.10658 
u 2 * = -325.17764 
u 3 * = -75. 035528 
それ故コンツエルン持分に帰属する差額（U0）は，－345. 106580 
下位会社の外部株主に帰属する差額（UF）は，
vi= c 1-0.8）・－325. 17764 = -65. 636628 
u: = ( 1-0.778）・－75.035528= -16. 657887を足して－81.683415。
自己株式には配当請求権がないので，上述した行列の成分をそのまま使用す
ることができるが， α21の成分はOから0.2に置き換える。そうすると，
G0= ( 1 -0.2）・ G1 * 
Gf = ( 1 -0.8）・ G2* 
a:= Cl -o. 778）・ G3* 
修正利益は， G1 * =100+0.6・G2* 
G2 * =0.2・G1 * +40+0. 778・G3* 
G3*=0.2・G2* +100 
を解いてGi * = 214. 1, G 2 * = 190.2, G 3 ＊ニ138.0。
















u l 二（400-0.8・400)+ (300-0.6・350)=170 
u 2 = (100-0.2・350)=30 
u3 = cso-0.1・400)=10 
より210。
修正差額は， U1 * =170+0.8・u2 ＊十0.6・u3 * 
u 2 * =30+0.2・u3 * 
u 3 ＊ニ0.1・u2*+10 




aoニ (1-0. 1）・ G1 *, GF＝戸 (1 ~αi J Gj*= (1-0. 
9) G2*+ (1-0. 8) ・G3＊であるから， Gj ＊を求めると，
GI* =250+0.8・G2*+0.6・ G3* 
G2*=0.l・GI* +150+0.2・G3* 
Q3*=0.l・G2*+100
G I * = 503.36, G 2 * = 224.83, G 3 * = 122.48。














p21= 0・2 二一三u,8 P = u 0.6 0 0.2 
Pの行列は直接的資本参加割合のみからなる行列であるが，第2段の間接的
























一ーし＝ (1 -P）一lと表される。従ってP+P2＋・・・＋ PB十・・・＝
1-P 
(E-P）一1-l = (E-P) 1-E。
全コンツエルン企業の資本に対するコンツエルンに属さない社員の直接的資
~D Klook SabeI.WPgl969,S.190ff. 
- 50 -
-545一
本持分割合は (1×n）の合計ベクトルqT= (1 , 1，・・・， 1）を使用す
ることによって求めることができる。即ち， qT_qT・P=qT・ (E-P）。
例5の場合には，
I 1 -0. 6 0 ¥ 
q T・ CE-P) = CL 1.D ・ I o 1 -o. 7 I = Cl , o.2, o. 2) 
I 0 -0.2 0. 91 
しかしこれでは上位会社に 1=100%の外部持分が存在することになる。求
めることを要するのは下位会社に対する外部社員の直接的資本参加割合のみで
あるから，上述の結果から (1, 0, 0）を引かなければならない。即ち，
q T・（E -P ) - ( 1 , 0 , 0 ) = ( 0 , 0.2, 0. 2) = ( 0 , 1 -~ P i 2 , 
1=1 







¥ f T 0 I す。例5の場合の拡大行列は右下のように表される。
直接的資本参加割合の外に全部の間接的資本持 (0 0.6 0 0 
分割合が資本連結の際考慮すべきときには，結合 P*=IO O 0.7 O 
行列p8(s=l, 2 ・・・）と類似に拡大結合 0 0.2 0.1 0 
行列（P*) sの和は， P* + (P *) 2 + l 0 0. 2 0. 2 0 
(P *) s＋・－となり， Pと同様の（P＊）の性質に基づき次のような行列と
なる。
IE-P Z¥ 1 
CE * -P ＊）一1-E*=! 1-E* 





( (E-P) Z¥ /(E-P) :_E Z¥ 
CE* -P ＊）一1-E*=I 1-E*=I I 













27 21 。38 38 。
7 35 
CE* -P *) 1-E * = 38 38 。
10 12 。38 38 。





Bij=U I のUJ に対する資本参加の貸借対照表価額











i ' jニコンツエルン企業番号。 1, 2' ・ ・n。
I＝コンツエルン決算書において株式法により被収容企業の資本金及び積立金
持分と相殺されるべき資本参加Bijの指数＝ {i, j IBij相殺されるべ
き資本参加｝
J＝コンツエルン決算書においてコンツエルンの自己株式として表示される資
本参加Bijの指数＝｛ i, jlBi Jコンツエルン貸借対照表の自己株式｝
とすると，
~vi ＋~ Bij=K1+R1+GK＋~wi 十 KF1+GF1 十 A1
Gk. GF1' A lは積極的値でも消極的値でもよい。消極的値は損失を意味す
る。消極的Alは借方連結調整項目を意味する。
またA 1 ＝~ (Ki+RJ －~ Bii-KF1, ~ Gi=GK十 GFlであるか
ら，これを最初の式に挿入すると，以下のように表すことも可能である。即
ち，
~vi ＋~ Bij=K1+R1+GK＋~wi+KF1 ＋~Gi-GK＋~ CKi十R
i) －~ Bij-KF1又は









KF 1 = ( 0, 1 -~ pi 2, ・， 1-~ Pin）・ = f T,k =220 
Kn+Rn 




GF 1 = ( 0 , 1 -~ p i 2, ・， 1-~Pin) =f T・g=28 
Gn 
(gはGn(n= l, 2, ・・・， n）の列ベクトルで、ある。〉
従ってGk=240-28=212となる。
A lは次の通りであるが，
A1 ＝~ (K;+R;) －~ B;j-KF1 
~ p ;1= 0であるため， KF1については，
KF1= f T・k= ( 0、l、 ・・・、 1) ・k-( 0 、~ p i2、
in）・ k
・， ~p
＝~ (K;+R；）一 (1、l、 ・・・、 1) ・P・kとなり，従って，


















ところで株式法によると~ (K1+R1) －~ Bij=K1+R1+KF1+A1 
であるから，純資本額~ (Ki+Ri) －~ Bijは，上位会社のKi+R1, K 
F l及びAlに分配されるべきことになる。個々のコンツエルン企業の相殺され
るべき資本参加を掴むために，指数Iは部分指数Li (Li= {j I Bij相殺さ
れるべき資本参加｝）に分けられる。即ち，
~ Bij ＝~ B1j ＋~ Bzj ・・・＋~ BnJ 
i 'jE I jεLl iεL2 iεLn 
そこで、KF1は次のように定めることができる。即ち，
kN 
KF1= (0, 0，・・・， 0' 1）・［（E*-P＊）一i_E＊］・（0)= 
f T ・（E-P）一1・kN 
kN= (K1+R1 －~ B1j, Kz 十 Rz －~ B2j, ・・・， Kn+Rn




~ (Ki+RJ －~ Bij-K1-R1-KF1 
(1' 0' ・・・，， 0' 0) ・［（E*-P*)-1-E＊］ニ (1' 0' 
0) ・［（E-P)-1-E］の関係のため， AIは次のように定めることが
できる。
A1= (1, 0, ・・・， 0）・［（E-P）一i-E］・ kN －~ B1j= (1, 
JεL 1 






KF1=fT・ (E-P) 1・kN=288.16 
GF1= f T・CE-P)-i ・g= 56.32 
それ故Gk=240ー 56.32= 183. 68 







=f T・(E-P) l・kと置かなければならない。 GFlはそのままGF1= f T 
(E-P）一l・gである。 A1は，
A l ニ＝~ (K；十R;) －~ B;j-KF1であるが，
1=2 l,JεI 
KF lニ fT・(E-P) l ・k＝戸 (K;+R；）一 (1, 0, ・・・0)
[(E-P）一1-E] ・ kの関係より，
A1= (1, 0, ・・・， 0) ・([ E -p ）一 i-E ］・ k －~ B;j= 
I, J 'I 
(1' 0' ・・・， 0) ・([E-P) l・k-k]－~ B,J 
I, J E I 
それ故例5の場合には次の通りとなる。
KF1= f T・(E-P) i・k=413.16 
GF lニ fT・ (E-P) i・g=56.32 

























(23) Lanfermann/Stolberg,WPgl 970,S.353(359£.). 
仰 Vgl.Lanf ermann/Stolberg, WPg 1970,S.353(359) ;Haase .zur betrie bswirtschaf tlichen 
Z ulassigkeit der Bruttokapitalkonsolidierung, WPg 1969,S.44 7 f.;ders,Konsolidierte 
Rechnungslegung mehrstufiger Konzerne,DBl 969,S.2189ff .;Lanf ermann,Zur aktienrechtli-
chen Zul出sigkeitder Bruttokapitalkonsolidierung,WPgl 969,S.451 ff.;Adler-Doring-Sch-
maltz,a.a.a.0.,4.Aufl.,§331Tz.l09.なおBussevon Colbe/Ordelheide,a.a.0.,5.Aufl.,S.147f.も参






この表から次の資本結合行列Kができる。 k4 4 
=0.1は自己株式の資本参加係数を示す。
0 0.8 0.6 0 0 
0 0 0.1 0. 4 0 





似 I// I 80% 
↓ 20%↓ 
30%→④20%→⑤←0% 。 K= ( ki j (1) = 
10% 0 0 0 0.1 0.2 








K'= (k,,(s)) =I 0 0 
0 0 
0 0 
0.68 0.5066 0.64608 








持分係数の合計を示す。従って成分kI j(s) ( j = 2, 3 , ・・・， 5）の lと
の差額は，企業jに対する全下位会社の少数社員の直接的及び間接的持分係数
の合計を示すことになる。その他の成分kI j(s) ( i , j = 2 , 3, 4 , 5）は
下位会社 iの他の下位会社jに対する直接及び間接の持分係数か（ i * jの場





















4 20' 000 10' 000 10' 000 
5 50' 000 0 50' 000 
次に上の計算で得た純自己資本額から純白己資本額の行ベクトルeT ( e Tの
成分 e;j (j=l, 2, ・・・， 5）はj企業の純自己資本額である〉と，上
述した行列Ksの第1行の値から， j= 1の場合には i企業（ i=l,2, 
5）に対するコンツエルンの資本参加割合を示し， j= 2の場合には i企
業に対するコンツエノレン外部社員の資本参加割合を示すki Jの成分からなる結
合行列K ‘を作成し， eTとK ‘を掛け合わせると行ベクトルfTが生じる。そ
の成分fl jは， f=lの場合資本相殺差額を示し， f=2の場合には自己資本
に対するコンツエルン外部社員の貸方に記載すべき持分を示す。 f= 1のと
き， fi1> 0であれば資本相殺差額は消極的資本相殺差額であり， fl lく Oで
あれば積極的資本相殺差額である。上述の例の場合は次のようになる。
e T・K ‘＝ f T 
(-90,000 65,000 25,000 10,000 50,000) 
? ?
一554-




0.32 (16,370 ! 43,630) 
0.5066 ! 0.4934 






トルeTと個々の自己資本項目 i= 1, 2，・・・， nに帰属する j企業（ j = 




企業1 10,000DM 企業4 l,OOODM 
企業2 -2,000DM 企業5 5.000DM 















7,000 -2,000 。 0 5,000 
- 60ー





3 000 i 0 
506 . 6 : 493. 4 
8 ' 630. 4 ! 1, 369. 6 
行列Fの第2列の成分合計はコンツエルン外部社員の貸方に記載すべき持分
を示す。成分fl lは資本相殺差額を，成分fil (i=2, 3, 4）はコンツエ
ノレン決算書において表示さるべき 3つの自己資本項目に区分されたコンツエル
ンが持分を有する利益準備金を示す。これを図示すると次のようになる。




















Ei (i=l , 2, 3）は次の通りであったと
仮定する（例8）。
EI =50,000DM 
E 2 =200, OOODM 











(E-B) ・ e ‘＝ eまたはe ‘＝ (E-B）一1・e: CE＝単位行列〉
1 -0.8 -0.8 E’l 50,000 
一0.1 -0.2 E’2 200,000 。。 E’3 100,000 
これを解くと，
0.869565217 川お2,608.70 ) 
e‘＝ 0.108。695652 1.086956522 0.304347826・ 200,000 = 253,260.87 。 10, 000 10, 000. 0 
従ってE’1=332,608. 70, E’2 = 253, 260. 87, E’3 = 100, 000. 00となる。全
コンツエルン企業の資本に対するコンツエルン持分と少数持分のベクトルf’
Tを得るためには，総資本（列〉ベクトルを行ベクトルとしたe ‘Tと正方行列
~~ Haase,DBl 969,S. 760(762f.). 
? ?
-557-
Dを掛けることを要する。正方行列Dの成分d11 は (1 － ~ki1）であり，そ
の他の成分diiはi企業に対する少数社員の直接的資本参加の係数である。上
述の例の場合には次のようになる。
e ‘T ・D=f ‘T
10.9 0 0¥ 
(332,608.70 253,260.87 100,000.00）・ Io 0.2 o I 















行列EoとE”に拡大されなければならない。 Eoの成分ei 1は企業 i(i=l, 
2' ・・・， m）の資本準備金に等しく， ei jは自己資本項目（j=2, 3, 







1. 086956522 0. 869565217 1. 043478260 ¥ I 50, 000 ! O 1, 000 5, 000 
0.108695652 1.086956522 0.304347826卜I200,000 i 2,000 500 o 。 。 。 100,000 。0 1,000 
（~32,608.70 ! 1,739.13 1.521.74 6，……； 2 173.91 652.17 847.83 




F = I 50,652.18 
¥ 0 
1, 565. 22 1, 369. 57 5, 830. 43 ¥ 
434.78 130.43 169.57 I 





例4の場合Oの純自己資本は600( =400+200+ 100-100)' uのそれは490
( =400+ 100+40-50）となろう。またE1 二 El ’－0.6E2' , E2=-0.2 
・EJ十E2＇である。従って，
(E-B) ・ e’＝ eは，
eo.2刊（：；：）ニ（；：）
それ故eは （~：~：~：~：：~ ~：~：~：~：~~） （：~~） 
従ってEi' = 1 015. 9090813, E 2＇寸 93.町 3870となり， D= （~·8 O.~） 
であるから， f’Tは＝ (812. 72726504 277. 27269548）となる。それ故コンツ
エルン自己資本額は812,72726504，コンツエルン外部社員持分は277.27269548
と表されることになろう。
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Haaseの見解には表現の不正確な箇所が散見された。
以上で外部持分が存在する場合の相互資本参加の会計処理に関する考察を終
える。考察により間接的持分を考慮しようとする見解が有力であること，しか
しその会計処理は未だ完全には統一化されておらず，見解によって連結調整項
目，外部持分及びコンツエルン利益の値が異なることが明らかになった。商法
典によるアングロ・サクソン式資本連結法の導入に伴う会計処理法の推移も注
目に値する。その際に有力な手掛かりを与えてくれる論文はHaaseのそれであ
るが，逆資本参加の相殺を肯定する点でこの見解がドイツの学説に受け入れら
れるか疑問である。
（未完〉
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